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独立行政法人労働政策研究.研修機構中期目標亡目標設定関係抜粋コ

第1 中期日標の期間

独立行政綾人通則法く以下r通則法jという勺1第2 9条第2項第1号の中弗目榛の期間

臥平成15年10月から平成19年3月主での3年6箇月とするo

第3 国民に対して提供するサ-ビスその他の業務の質の向上に関する事項

1 労働政策についての総合的な調査研究

現在1我が国が直面する別紙に掲げる中長期的な労働政策の課題に係る調査研究テ-

マのほかl行政及び国民各層のニ-ズを跨まえたテ-マについて,政策の企画立秦等に

資する質の高い成果を出していると認められることD

特に次の具体的な目標の達成を図ること.

くこり政策の企画立案等に資するために1中期目標期問中において-走の外部評価を受
一 けた研究成果の発表を1 20件以上とすること中

く13年度及び14年度の平均 年26件l

く21調査研究事業について,有識者を対象としたアンケ-ト調査により, 3分の2以

上の者から r有益であるJとの評価を得ることo

2 労働事情.労働政策に関する情報の収集.整理

労働に関する政策研究や政策嵩論に資するよう1内外の労働事情1各種の統計デ-タ

等を機動的に収集.整理すること.

3 研究者.有識者の海外からの招-い.海外派遣

各国で共通する労働分野の課題について1各国の研究者1研究機関とネットワ-クを

形成し,相互の研究成呆の交換,活用を図ることによって-労働問題の情報を共有し1

政策の企画立案等に貢献することo

4 調査研究結果等の成果の普及.政策提言

調査研究等の成果を迅速に関係者に情報発信することにより1その普及を図るととも

に1調査研究等の成果を積極的かつ効果的に活用し1走期的に政策論議の場を提供する

ことo

特に次の具体的な目標の達成を図ること.

くい調査研究等の成果についてへニュ-ス.レタ-を月1回以上メ-ルマガジンを週
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